
陸上自衛隊達第２１―１２号 

人事記録に関する訓令（昭和３６年防衛庁訓令第２５号）第１４条の規定に

基づき事務官等の人事記録に関する達（昭和３８年陸上自衛隊達第２１―１２

号の全部を改正する。 

昭和４４年６月１２日 

陸上幕僚長 陸将 山田 正雄  

 

事務官等の人事記録の細部取扱いに関する達 

 
改正 昭和 45年３月 10日達第 122―71 号 昭和 47年 ２月 29日達第 21―12―１号 

  昭和 49年５月 30日達第 21―13―１号 昭和 53年 １月 13日達第 122―108 号 

  昭和 53年１月 13日達第 122―109号 昭和 60年 12月 21日達第 21―12―２号 

  平成 元年２月 10日達第 122―127 号 平成 ５年 ５月 13日達第 122―131 号 

  平成 12年３月 27日達第 122―158 号 平成 14年 ３月 26日達第 122―175 号 

  平成 18年３月 30日達第 122―209 号 平成 19年 １月 ９日達第 122―215 号 

  平成 19年３月 23日達第 122―216 号 平成 21年 ３月 30日達第 122―234号 

 平成 22年３月 23日達第 122―242号 平成 26年 ３月 25日達第 122―262―2号 

 平成 27年３月 31日達第 122―269号 平成 29年 ３月 27日達第 122―286号 

 平成 30年３月 27日達第 122―291号 平成 31年 ４月 19日達第 233―302号 

 令和 元年６月 27日達第 122―303号 令和 ２年 ３月 24日達第 122―308号 

 令和 ３年３月 15日達第 122―315号 令和 ４年 ３月 29日達第 122―317号 

   

（目的） 

第１条 この達は、事務官等の人事記録の作成保管について必要な細部事項を

定めることを目的とする。 

（人事記録の作成保管権者等） 

第２条 人事記録に関する訓令（昭和３６年防衛庁訓令第２５号。以下「訓令」

という。）第５条ただし書の規定により、訓令第２条各号に掲げる人事記録

（以下「人事記録」という。）を作成及び保管する者（以下「作成保管権者」

という。）は、事務官等の定員の配置を有する部隊等の長（以下「勤務部隊

等の長」という。）とする。ただし、離職者に係る人事記録の保管者は第１

１条に、訓令第１１条に規定する非常勤の隊員及び臨時的に任用された隊員

（以下「非常勤隊員等」という。）の人事記録の作成保管権者は第１３条に

定めるところによる。 

（人事記録の保管方法） 

第３条 人事記録の保管は、フォルダー（別紙第１）に収納し保管するものと

する。ただし、勤務記録表においては、電磁的方法（電子的方法、磁気的方

法その他の人の知覚によって認識することができない方法をいう。以下次項

において同じ。）により記録し、必要に応じ電子計算機その他の機器を用い

て表示することができる状態で保管する。 

（人事記録の整備） 



第４条 事務官等を採用した場合において、任免権者は当該事務官等から履歴

書（別紙第２）を提出させ、事務官等人事業務規則（陸上自衛隊達第２１―

１３号（５３．８．３））第１１条第２項各号に定める書類とともに、速や

かに作成保管権者たる勤務部隊等の長に送付し、勤務部隊等の長は当該事務

官等の人事記録を整備するものとする。 

２ 作成保管権者は、事実を証明するに足る書類に基づき、追加等発生の都度

確実にその情報を勤務記録表に記録しなければならない。 

３ 勤務記録表の様式は、長発人１第１５７号（３７．８．３１）「人事記録

に関する訓令における防衛大臣の定め」別記様式第２のとおりとする。 

（人事記録の移管） 

第５条 作成保管権者たる勤務部隊等の長は、事務官等が異動により、人事記

録を移管する必要の生じたときは、新作成保管権者に移管するものとする。

ただし、次の各号に掲げる場合には異動直前の任免権者に移管するものとす

る。 

(１) 陸上自衛隊以外の防衛省の機関に異動する場合 

(２) 防衛省以外の国の機関に引き続き任用される場合 

２ 前項ただし書の規定により移管を受けた任免権者は、人事記録を前項第１

号に掲げる場合にあっては新任免権者又はその指定する者に、前項第２号に

掲げる場合にあっては当該機関の長から請求のあった人事記録（勤務記録表、

宣誓書、応募票を除く。）に自衛隊歴の証明書（様式は、勤務記録表と同じ。）

を作成添付して送付するものとする。 

（変更事項の届出） 

第６条 事務官等の人事上の変更事項の届出は、事務官等人事変更届（別紙第

５）により、速やかに勤務部隊等の長たる作成保管権者に対し行うものとす

る。ただし、当該変更事項が行政区画の変更等に基づく本籍地の変更である

ときは事実を証明するに足る書類を省略することができる。 

第７条及び第８条 削除 

（人事記録の確認） 

第９条 作成保管権者たる勤務部隊等の長は、毎年１回勤務記録表等の記載事

項を本人に確認させるものとする。 

（懲戒処分等の通知） 

第１０条 懲戒権者は事務官等の懲戒処分（懲戒処分の変更及び取消しを含

む。）を行った場合には、懲戒手続に関する訓令（昭和２９年防衛庁訓令第

１１号）第２２条及び第２６条に規定する懲戒処分宣告書又は懲戒処分変更

（取消）書の写しに当該違反態様を付記し、原本と相違ない旨を証明して、

速やかに作成保管権者たる勤務部隊等の長に送付するものとする。 

２ 任免権者は、事務官等から自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０

号）第３８条に規定する処分説明書の請求を受け交付した場合には遅滞なく、

その写しに原本と相違ない旨を証明し作成保管権者たる勤務部隊等の長に

送付するものとする。 

（離職者の人事記録の保管区分） 



第１１条 訓令第１０条第４号に規定する離職者の人事記録の保管者は、次の

各号のとおりとする。 

(１) 陸上幕僚監部並びに防衛大臣直轄部隊（陸上総隊及び方面隊を除く。）

及び機関の離職者に係るものにあっては陸上幕僚長 

（２） 陸上総隊司令部並びに陸上総隊司令官に隷属する部隊及び機関の離職

者に係るものにあっては陸上総隊司令官 

(３) 方面総監部並びに方面総監に隷属する部隊及び機関の離職者に係るも

のにあっては方面総監 

（離職者の処置及び移管） 

第１２条 作成保管権者たる勤務部隊等の長は事務官等が離職した場合には、

離職に係る事務処理を終了した後、当該事務官等の人事記録を順序を経て訓

令第１０条第３号又は前条に規定する保管者に移管するものとする。 

２ 保管者は、前項の規定により移管を受けた当該人事記録に係る事務官等が

引き続き自衛官として任用されることが決定している場合には、当該事務官

等歴の証明書（様式は、勤務記録表と同じ。）を作成し、人事記録（勤務記

録表及び宣誓書を除く。）とともに新任免権者に移管するものとする。 

（非常勤隊員等の人事記録及びその作成保管権者） 

第１３条 訓令第１１条に規定する非常勤隊員等の人事記録及びその作成保

管権者は、次の各号に定めるところによるものとする。 

(１) 勤務形態が事務官等に準じて引き続き６か月以上となると予想され

る者の人事記録は、勤務記録表及び任用上必要とする記録とし、その作

成保管は、勤務部隊等の長が行うものとする。 

(２) 前号以外の非常勤隊員等の人事記録は、辞令書の写し及び任免権者が

必要と認めた記録とし、勤務部隊等の長が当該隊員の離職後３年間保管

するものとする。 

附 則 

１ この達は、昭和４４年７月１日から施行する。ただし、第７条の規定によ

る変更報告は昭和４５年４月１日から適用する。 

２ この達施行の際、現に作成保管している勤務記録表は、この達の規定によ

り作成したものとみなす。 

附 則（昭和 45年３月 10日陸上自衛隊達第 122―71 号） 

この達は、昭和４５年３月１０日から施行する。 

附 則（昭和 47年２月 29日陸上自衛隊達第 21―12―１号） 

この達は、昭和４７年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 49年５月 30日陸上自衛隊達第 21―13―１号）（抄） 

１ この達は、昭和４９年５月３０日から施行する。 

附 則（昭和 53年１月 13日陸上自衛隊達第 122―108 号） 

この達は、昭和５３年１月３０日から施行する。 

附 則（昭和 53年１月 13日陸上自衛隊達第 122―109 号） 

この達は、昭和５３年１月３０日から施行する。 

附 則（昭和 60年 12月 21日陸上自衛隊達第 21―12―２号） 

１ この達は、昭和６０年１２月２１日から施行する。 



２ この達施行の際、現に使用している旧様式の用紙類は、当分の間、内容を

修正して使用することができる。 

附 則（平成元年２月 10日陸上自衛隊達第 122―127 号） 

１ この達は、平成元年２月１０日から施行し、同年１月８日から適用する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用す

ることができる。 

附 則（平成５年５月 13日陸上自衛隊達第 122―131 号） 

この達は、平成５年７月１日から施行する。 

附 則（平成 12年３月 27日陸上自衛隊達第 122―158 号）（抄） 

１ この達は、平成１２年３月２８日から施行する。（ただし書略） 

３ この達施行の際、現に保有している旧様式の用紙類は、当分の間内容を修

正して使用することができる。 

附 則（平成 14年３月 26日陸上自衛隊達第 122―175 号） 

１ この達は、平成１４年３月２７日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に保有している旧様式の用紙類は、当分の間、内容

を修正して使用することができる。 

附 則（平成 18年３月 30日陸上自衛隊達第 122―209 号） 

この達は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成 19年１月９日陸上自衛隊達第 122―215 号） 

この達は、平成１９年１月９日から施行する。 

附 則（平成 19年３月 23日陸上自衛隊達第 122―216 号） 

この達は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成 21年３月 30日陸上自衛隊達第 122―234号） 

この達は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 22年３月 23日陸上自衛隊達第 122－242号） 

 この達は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成 26年３月 25日陸上自衛隊達第 122―262―2号） 

 この達は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成 27年３月 31日陸上自衛隊達第 122―269号） 

 この達は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成 29年３月 27日陸上自衛隊達第 122―286号） 

 この達は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 30年３月 27日陸上自衛隊達第 122―291号） 

 この達は、平成３０年３月２７日から施行する。 

   附 則（平成 31年４月 19日陸上自衛隊達第 122―302号） 

１ この達は、平成３１年５月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用す

ることができる。 

   附 則（令和元年６月 27日陸上自衛隊達第 122―303号） 

１ この達は、令和元年７月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存する本改正前の様式による用紙は、当分の間、

これを修正した上使用することができる。 



 附 則（令和２年３月２４日達第 122―308号） 

１ この達は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存する改正前の様式による用紙は、当分の間、こ

れを修正した上使用することができる。 

  附 則（令和３年３月１５日達第 122―315号） 

１ この達は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存するこの達による改正の前の様式（以下「旧様

式」という）により使用されている書類は、この通による改正後の様式によ

るものとみなす。 

３ この達の施行の際、現に存する旧様式による用紙については、当分の間、

これを修正の上使用することができる。 

附 則（令和４年３月２９日陸上自衛隊達第 122―317号）（抄） 

１ この達は、令和４年４月１日から施行する。 

３ 第２条の規定の施行の際、現に存する紙媒体による勤務記録表については、

この達による改正後の第３条の規定にかかわらず、別に保管することができ

る。 



別紙第１（第３条関係） 

フォルダー 

 

       

       

 

 

     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸上自衛隊事務官等 

人 事 記 録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          規格：275×159 ㎜ 

 

      

備考 人事記録一覧表（付紙）をフォルダー内面に張り付ける。



付 紙 

 

人 事 記 録 一 覧 表 氏名  

 書 類 名 部数 
収 納 
年 月 日 

備 考 

１ 応 募 票 等    

２ 履 歴 書    

３ 戸籍謄（抄）本    

４ 学歴証明書    

５ 免許、検定、資格証明書    

６ 採用前の主要経歴証明書    

７ 退職申出の書面    

８ 
隊員の意に反する処分に関して交付した説
明書の写し    

９ 服務の宣誓書    

10 公務災害補償関係の記録    

11 前歴報告書の控え（長期給付関係）    

12 旧姓使用申出書    

13 旧姓使用中止届    

14     

15     

16     

17     

18     

    

 

 



別紙第２（第４条関係） 

履 歴 書              

 

ふり

氏     
がな

名  
□  旧 氏 名 
(改氏名年月日) 

 

（    ） 

 

生 年 月 日  性 別 □ 男 □ 女 

本 籍  

現 住 所  

学    

歴 

学 校 名 学部科名 修 学 期 間 
 卒修業中退、 
 在学中 

  年 月～ 年 月  第  学年 

  年 月～ 年 月  第  学年 

  年 月～ 年 月  第  学年 

  年 月～ 年 月  第  学年 

  年 月～ 年 月  第  学年 

資

格

免

許 

年  月  日 名 称 年 月 日 名 称 

    

    

職      

歴 

年  月  日 勤務先・職務内容・退職事由等 
官公歴について 
は発令機関    

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

賞     罰  

 上記記載のとおり相違ありません。 

 

    年   月   日 

 

氏 名（自署）            

注：戸籍姓ではなく、旧姓を使用する場合は、上記の旧氏名欄の□の中に「×」を付すこと。 

寸法：日本産業規格Ａ４



別紙第３及び別紙第４ 削除 

  



 

別紙第５（第６条関係） 

事 務 官 等 人 事 変 更 届              

変

 

 

 

更

 

 

 

事

 

 

 

項 

本
籍
地 

旧  変更年月日 

新  (    ) 

新
住
所 

 

氏
 
名 

旧  変更年月日 

新  (    ) 

学
 
歴 

学 校 名  学年（卒、修、中退、 
   入学、編入） 
 

年  月  日  学部科名  

扶 養 家 族 円× 人 円× 人 円× 人 円× 人 

免
許
資
格 

取 得 
名称 

 

年 月 日 
 

(    ) 

喪 失 
名称 

 

年 月 日 
 

(    ) 

変 更 事 由  

 
 上記のとおり変更がありました。 

      年   月   日 

 

 勤務部署      官名           氏 名           

 注：１ 該当する事項欄に○印を付し、欄の様式に従って記入する。 

   ２ 現住所、扶養家族以外の変更については証明書類を添付する。 

   ３ 扶養家族欄には、扶養手当の受給金額区分に応ずる人員及び児童手当の

受給人員を、それぞれ変更後の扶養家族の現況について記入する。 

寸法：日本産業規格Ａ４   

 



別紙第６ 削除 

           

 


